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全
国
平
均
と
の
差
（
万
円
）

その他
歯科
入院外＋調剤
入院＋食事・生活
一人当たり老人医療費

全国平均：83万2,373円

最高：福岡県　103万2,825円
最低：長野県　  68万7,128円 1.50倍

倍）の格差がある（図２－３－１４）。

（６）子育て支援施策の総合的推進
平成２０年度においては、１６年６月に国の基本

施策として閣議決定された「少子化社会対策大
綱」の具体的実施計画として策定された「少子
化社会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施
計画について（子ども・子育て応援プラン）」
（平成１６年１２月少子化社会対策会議決定）に基
づき、若者の自立や働き方の見直し、地域にお
ける子育て支援など総合的な取組を進めている。
また、平成１７年４月に本格施行した「次世代

育成支援対策推進法」（平成１５年法律第１２０号。
以下「次世代法」という。）に基づき、地方公
共団体においては、地域における子育て支援や
母性、乳幼児の健康の確保・増進、教育環境の
整備等を内容とする地域行動計画、企業等にお
いては、仕事と子育ての両立支援のための雇用
環境の整備、働き方の見直しに資する労働条件
の整備等を内容とする一般事業主行動計画が策
定され、これに基づく取組が進められている。
地域行動計画についてはすべての地方公共団

体に策定が義務付けられ、すべての都道府県及
び市区町村が策定済みである。また、一般事業
主行動計画については、２１年３月末現在で、策
定し、都道府県労働局への届出が義務付けられ
ている従業員３０１人以上の大企業の９９．１％が届
出済みとなっている。一方、策定・届出が努力
義務となっている３００人以下の中小企業におい
ては１８，１３７社が既に届出済みとなっている。さ
らに、次世代法に基づき企業が行動計画に定め
た目標を達成したことなどの一定の基準を満た
した場合は、申請を行うことで都道府県労働局
長から認定される仕組みが１９年４月から開始さ
れ、２１年３月末現在で６５２社が認定を受けている。
また、平成１９年１２月に取りまとめられた「子

どもと家族を応援する日本」重点戦略（平成１９
年１２月少子化社会対策会議決定）で示された課
題を受けて、家庭的保育事業等の新たな子育て
支援サービスの創設、虐待を受けた子ども等に
対する家庭的環境における養護の充実，仕事と
家庭の両立支援のための一般事業主行動計画の
策定の促進などを内容とする「児童福祉法等の
一部を改正する法律」（平成２０年法律第８５号）

図２－３－１４ 一人当たり老人医療費の診療種別内訳（全国平均との差）
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が成立し、地域や職場における次世代育成支援
対策を推進することとしている。２０年２月に
は、保育施策や放課後対策を質・量ともに充
実・強化し、推進するための「新待機児童ゼロ
作戦」を策定し、２０年度からの３年間を集中重
点期間として、取組を進めることとしている。
このため、２０年度には、「新待機児童ゼロ作戦」
による保育所の整備等、認定こども園等の新た
な保育需要への対応及び保育の質の向上のため
の研修などを実施し、子どもを安心して育てる
ことができるような体制整備を行うための「安
心こども基金」を都道府県に創設した。
さらに、平成２０年３月より、社会保障審議会

少子化対策特別部会において次世代育成支援の
ための新たな制度体系の設計について検討を
行っている。
なお、平成１８年６月に「就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す
る法律」（平成１８年法律第７７号）が成立し、同
年１０月から、就学前の子どもに対して教育、保
育及び子育て支援を一体的に提供する施設を都
道府県が認定する「認定こども園」制度が始まっ
た。２０年４月１日現在、全国で２２９件の認定が
行われている。
文部科学省と厚生労働省が平成２０年３月に実

施した地方公共団体、施設、保護者に対する認
定こども園制度に係る実態調査によると、施設
を利用している保護者の８割近く、認定を受け
た施設の９割以上が認定こども園を評価してい
る。一方、施設や地方公共団体からは、財政的
支援が十分ではない、会計処理の簡素化が必要
などの課題も指摘されている。
これを受けて、①認定こども園に対する、幼

稚園・保育所の枠組みを超えた新たな財政措
置、②平成２０年７月に文部科学省及び厚生労働
省の両省局長級検討会で取りまとめられた、会

計処理の改善や制度の普及啓発などの改善方策
に基づいた運用改善に取り組んでいる。あわせ
て、平成２０年１０月に内閣府特命担当大臣（少子
化対策）、文部科学大臣、厚生労働大臣の３大
臣合意により立ち上げた「認定こども園制度の
在り方に関する検討会」において、①財政支援
の充実、②二重行政の解消、③教育と保育の総
合的な提供の推進、④家庭や地域の子育て支援
機能の強化、⑤質の維持・向上への対応などへ
の対応などの認定こども園における課題につい
て議論を進め、平成２１年３月に報告を取りまと
めた。

（７）地域福祉計画の策定の支援
福祉サービスを必要とする高齢者を含めた地

域住民が、地域社会を構成する一員として日常
生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる
分野の活動に参加する機会が与えられるよう地
域福祉の推進に努めている。このため、福祉
サービスの適切な利用の推進や福祉事業の健全
な発達、地域福祉活動への住民参加の促進等を
盛り込んだ地域福祉計画の策定を支援してい
る。
なお、平成２０年３月末時点で計画が策定済み

の自治体は、６９８（３８．４％）であり、前回１８年
１０月１日時点調査の４２２（２３．０％）から１５．４％
増えた。また、今後策定を予定している自治体
を含めると、１，１１５（６１．４％）となった。

３ 学習・社会参加

「学習・社会参加」分野については、高齢社
会対策大綱において、次のような方針を明らか
にしている。

高齢社会においては、価値観が多様化す
る中で、学習を通じての心の豊かさや生き


